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◯34 番（松野 隆）登壇 大分蒸し暑くなっておりますが、大変にお疲れさまでございま

す。元気いっぱい質問を行ってまいりますので、しばらくおつき合いをいただきたいと思い

ます。よろしくお願いいたします。 

 私は、公明党福岡市議団を代表し、明るい町づくり照明協会と直営灯について、学校への

防犯カメラの設置について及び高齢化社会における地域の見守り支援策について、以上３

点について質問してまいります。 

 初めに、明るい町づくり照明協会について伺います。 

 近年、子どもや高齢者を対象とする犯罪行為の増加に伴い、地域住民の安全、安心への関

心度と防犯活動への参加は日増しに高くなっております。昭和 40 年以来、明るい町づくり

照明協会による町内会、商店街への普及活動と商店街や地元町内会による直営灯未設置道

路への、いわゆる明町灯の設置活動は、明るい地域づくりに長年御貢献をいただいておりま

す。まず、明るい町づくり照明協会の活動概要、設置及び運営補助金についてお答えくださ

い。平成 22 年度現在、いわゆる明町灯の設置本数についてお答えください。そもそも、本

市は他政令市と比べますと、直営灯の設置数が少なく、平成 15 年３月末時点で２万 4,000

本、直営灯１本当たりの人口は 54.8 人。当時、札幌市は街灯１本当たりの人口が 18.8 人、

仙台市は１本当たり 15 人であったそうでありますから、当時 13 政令市中 10 番目という少

なさでありました。 

 そこで、お尋ねいたしますが、平成 22 年度現在の直営灯の設置本数、政令市中の位置づ

け、直営灯１本当たり人口数の推移と、最も多い都市、少ない都市名についてお答えくださ

い。また、直営灯設置申請数に対し、設置割合を各区別にお答えください。 

 次に、学校への防犯カメラ設置についてお尋ねします。 

 平成 13 年大阪府池田市で起きた小学校無差別殺傷事件を初め、全国的に公立学校への侵

入事件や学校内での殺傷事件は後を絶ちません。過日、本市南区で起きた暴力団による発砲

事件は、地域住民、保護者を騒然とさせ、子どもたちの安全確保は最重要課題となっており

ます。 

 そこで、まず全国で直近３年間に起きた学校への侵入事件と主な内容及び本市における

主な学校への侵入事件についてお答えください。子どもたちの安全確保に関する施策の内

容、予算額及びその効果についてお答えください。政令市における学校への防犯カメラの設

置状況について、一部設置、全校設置、あわせて本市小、中学校の設置状況についてもお答

えください。 

 次に、高齢化社会における地域の見守り支援についてであります。 

 公明党は日本で深刻になっているうつ病、児童虐待、ひとり暮らしの高齢者の孤独死の増

加など、国民の健康や生命を守るこれらの問題、いわばこれまでの制度では対応できなかっ

た現代的な課題にこたえるため、生活保障、雇用保障、ヒューマンケアを３本柱とした 21



世紀型新しい福祉の必要性を訴えています。内閣府は国民の幸福度を調査した国民生活選

好度調査結果を先月発表し、その中で幸福感を高めるための政府が目指すべき目標という

問いに対する答えとして、年金制度の充実、子育て環境の整備が１、２位を占め、そのほか

に雇用、居住の確保、いじめ、ひきこもりのない社会、自殺の少ない社会の実現等を求める

声も多くありました。公明党が訴える新しい福祉は、国民の不安を解消し、幸福感を高める

ことを目指した政策であります。公明党福岡市議団も、さきの平成 22 年度予算要望におい

て、仮称高齢社会におけるまちづくり協議会の設置を求めました。これは、高齢社会で老い

いく人、老いいくまちに、ソフト、ハードの両面から組織横断的な体制により、いわば将来

の処方せんを今のうちから準備すべきであるとの考えからであります。中でも、あるアンケ

ート調査によりますと、高齢者のひとり暮らし、特に孤独死は６割の方が非常に心配だと答

えており、ひとり暮らしの高齢者を地域でいかに見守る体制をつくるのかは大変重要なテ

ーマであります。本市も現在、さまざまな角度からこれら高齢者を取り巻く環境整備に取り

組んでおりますが、今後、地域社会と本市がいかに協働しながらよりよい仕組みをつくるべ

きかとの観点から質問をしてまいります。 

 そこでまず、本市における孤独死の定義についてお答えください。また、本市の孤独死者

数について、過去３年の総数と直近の警察署別内訳をあわせてお示しください。次に、災害

時要援護者台帳作成について、事業概要、事業の進捗状況、自分の情報を地域に提供しても

構わないという同意者率についてお聞かせください。 

 以上で１回目を終わり、２回目以降は自席にて質問いたします。 

◯副議長（久保 浩） 岩崎道路下水道局長。 

◯道路下水道局長（岩崎憲彰） 道路の照明灯についてお答えします。 

 まず、明るい町づくり照明協会につきましては、明るい町づくり運動の一環として照明灯

を普及促進することで市民の交通、防犯の安全を図り、地域への奉仕と振興に寄与すること

を目的として、昭和 40 年に設立されております。明町灯に対する補助金は、平成 22 年度

予算で工事費補助が 2,100 万円余、運営費補助が 260 万円で、設置本数は平成 21 年度末で

約 7,000 本となっております。 

 次に、本市の直営灯の設置本数につきましては、平成 20 年度末で約３万 2,000 本であり、

直営灯１本当たりの人口につきましては、回答をいただいた政令市の中では 15 市中７番目

となっております。本市の直営灯１本当たりの人口の推移は、平成 14 年度の 54.8 人から平

成 20 年度には 43.2 人となっており、直営灯の普及が着実に進んでいることを示しており

ます。直営灯１本当たりの人口が最も多い都市は浜松市、最も少ない都市は神戸市でござい

ます。 

 次に、道路照明灯の設置要望に対するその年度内に設置を行った割合についてでござい

ますが、平成 19 年度から 21 年度までの３カ年の平均値で、東区 82％、博多区 51％、中央

区 82％、南区 72％、城南区 55％、早良区 32％、西区 75％となっております。以上でござ

います。 



◯副議長（久保 浩） 山田教育長。 

◯教育長（山田裕嗣） 学校の安全と防犯カメラについての御質問にお答えをいたします。 

 まず、警察庁の調べによると、全国における学校への侵入事件の発生件数は、平成 18 年

が 1,971 件、平成 19 年が 1,768 件、平成 20 年が 1,751 件となっております。内容につき

ましては、傷害、建造物侵入、器物損壊が中心でございます。本市における学校への侵入事

件で警察への被害届が提出された件数は、平成 19 年度が 21 件、平成 20 年度が 31 件、平

成 21 年度が 23 件となっております。平成 21 年度の主な内容につきましては、ガラス破損

が 19 件、施設破壊が２件、落書きが２件となっております。 

 次に、子どもたちの安全確保に関する施策といたしましては、学校への侵入事件や子ども

を巻き込む凶悪事件の発生等を踏まえ、学校の危機管理マニュアルを策定するとともに、各

学校では防犯訓練、被害防止訓練を計画的に実施するなど、子どもたちの安全確保に努めて

おります。また、スクールガードの活動を通して、学校と地域が連携して子どもの安全を見

守る体制づくりを推進しております。さらに、学校と警察で組織する学校警察連絡協議会の

ほか、消防署、防犯協会、青少年育成団体等との連携を図り、ＰＴＡによる子ども 110 番の

設置など、緊急時の安全対策に備えております。 

 このようなソフト面に加え、防犯機材として大阪教育大学附属池田小学校児童殺傷事件

を受け、トランシーバー、またはサイレンつきメガホン、防犯用品、さすまたでございます

が、さらに来客用の看板、腕章を全校配布しております。平成 17 年度からは防犯ブザーを

小学校、特別支援学校の１年生を対象に配布し、平成 22 年度で市内の全児童が防犯ブザー

を所持することとなりました。 

 また、地域ぐるみの学校安全体制整備推進事業を開始し、さらに各教室から職員室へのイ

ンターホンを平成 19 年度に全小学校に設置をいたしております。このような子どもたちの

安全確保に関する施策の予算額につきましては、平成 19 年度が 5,055 万 9,000 円、平成 20

年度が 3,874 万 1,000 円、平成 21 年度が 3,916 万 5,000 円となっております。 

 次に、政令市における学校への防犯カメラの設置状況につきましては、平成 22 年６月現

在、全校設置が５市、一部設置が 11 市、教育委員会として設置状況を把握していない政令

市が３市となっております。本市の防犯カメラの設置状況は、小学校で 45 校、中学校で 23

校、合計 68 校でございます。設置場所としては正門、玄関が最も多く、体育館等にも設置

されております。以上でございます。 

◯副議長（久保 浩） 井崎保健福祉局長。 

◯保健福祉局長（井崎 進） 高齢化社会における地域の見守り支援についてお答えします。 

 まず、孤独死の定義でございますけど、明確な定義はございませんが、厚生労働省が平成

20 年にまとめた、高齢者等が一人でも安心して暮らせるコミュニティづくり推進会議の報

告書の中で、社会から孤立した結果、死後長期間放置されることを孤立死としております。 

 次に、本市の孤独死者数につきましては、いわゆる孤独死のみを対象とした調査ではござ

いませんが、福岡県警の調査によると自殺や事件による死亡などを含む福岡市内の 65 歳以



上の独居者の死体取り扱い数は平成 19 年が 237 名、平成 20 年が 255 名、平成 21 年が 223

名であります。平成 21 年の各警察署別の内訳は、東署が 44 名、博多署が 48 名、中央署が

21 名、南署が 45 名、早良署が 46 名、西署が 19 名となっております。 

 次に、災害時要援護者台帳につきましては、ひとりで避難できないなど、寝たきりやひと

り暮らしの高齢者、障がい者から民生委員が緊急連絡先等の聞き取りを行い、台帳として整

備しているもので、行政等が災害時の支援に活用しております。事業の進捗状況につきまし

ては、平成 21 年度調査では、高齢者が１万 2,852 名、障がい者が 3,826 名、合計１万 6,678

名の方が登載されております。地域への情報提供の名簿につきましては、市と名簿提供の覚

書を締結した校区、地区に対し、個人情報を提供することに同意された方の名簿を提供して

おり、平成 20 年度の実数で 149 校区、地区のうち、72 の校区、地区へ提供し、覚書締結校

区、地区の要援護者 8,943 名のうち、名簿提供に同意された方は 6,766 名、75.7％となって

おります。以上でございます。 

◯副議長（久保 浩） 松野隆議員。 

◯34 番（松野 隆） 直営灯についてであります。 

 私が最近受けた御相談に、周辺校区で直営灯の整備が順次進む中、校区内にある歩道も整

備された広い通り約１キロの間に、直営灯がわずか数本しか設置されておらず、夜間、女性

や子どもが心配なので直営灯を設置してほしいというものでした。確かに現地と周辺の校

区とを比較しますと、周辺は十数メートル間隔で約 20 本の直営灯が整備されておりました

が、御相談の校区は直営灯がわずか２本しかなく、非常に落差の大きさを実感いたしました。

この地域には、明町灯が既設してあり、明町灯を撤去しなければ併設は難しいというのが現

状でありました。明町灯がありましても、夜間、特に店舗が閉店すると途端に暗くなり、直

営灯を設置してほしいとの地域の御要望に対し、仮に明町灯を撤去することになっても、間

を置かずに直営灯を設置することは、財政上等の理由で困難ではないかと思います。したが

いまして、このようなケースでは設置と撤去を同時に検討すべきではないでしょうか。また、

明町灯が設置されていても、明るさが十分ではなく、暗い歩道や交差点には直営灯を直ちに

整備すべきだと思いますが、いかがでしょうか、あわせて御所見を伺います。 

 問題の２つ目は、明町灯の設置、撤去に際しては、明町協会から補助金が出ることになっ

ておりますが、設置後十数年を経過し、撤去する必要が生じても景気のいい時代と違い、地

元設置者にとりましては、特に現況は費用負担が大変重く、簡単ではないという問題があり

ます。都合よく公共事業により撤去を余儀なくされた自己都合以外のケースであったり、昨

年も取り上げられました博多駅周辺の老朽化による明町灯の倒壊事故によって、博多駅周

辺半径 500 メートルの直営灯が設置されることになったそうですけれども、そういう安全

対策上のケースなどを除いて、自己負担が発生することは、費用負担の公平性など制度上問

題があり、今後老朽化が一層進む前に制度変更すべきであります。この問題につきましては、

過去に我が党の先輩議員も、今では多く見られるようになった共架式の防犯灯の提案や明

町灯への問題提起をしておりますが、平成９年にもこの明町灯の管理について一元化すべ



きであると主張したのに対しまして、当時の土木局長は明町灯の一元化に努力してまいり

ますと明言しておられます。しかし、以来もう 10 年以上経過しながら、現状は当時と全く

変わっておりません。明町灯設置後かなりの年数を経過し、設置者が不明となるケースもあ

るようで、その場合は本市の全額負担で撤去するそうですけれども、大体設置者がわからな

くなるということ自体が考えられないことじゃないかと思います。管理上の責任が問われ

ないのが不思議なくらいでありまして、何のために本市から明町協会へ運営補助金が支出

されているのかと不思議に思います。 

 私は、山口県の岩国市を訪問してきました。岩国市は昭和 44 年からスポンサーの協力を

得て街灯を設置するため、任意団体岩国市照明推進委員会により事業を推進してきました

が、昨今の経済情勢の悪化により、相次ぐスポンサー辞退、解除の申し出が急増し、電気代

や老朽化の維持管理費が増大していることから、スポンサー街灯事業の廃止や直営灯への

切りかえなど、抜本的対策を迫られており、担当職員の方もいろいろ知恵を絞っておられま

した。本市も岩国市も同じような事業内容ですが、両市の違いは岩国市の場合、委員会委員

に岩国市や地元警察署など行政がきちんと名を連ねていることから、民間任せでなく行政

が責任を持って最後まで対応をしておりました。また、同委員会が街灯のスポンサー収入と

電気代維持管理費の支出を一元管理しており、赤字続きの電気代、維持管理費もこれまでの

剰余金を充てて、当面の対応は可能なのだそうです。将来、更新の必要が必ず来るというこ

とを考慮すれば、管理の一元化とかスポンサー街灯に期限を切るとかということは当然の

措置だと思いますけれども、本市の場合は委員の構成もすべて民間だけ、スポンサー収入も

電気代、維持管理もすべて地元任せ、民間任せで、本市が老朽化の実態把握もできない状況

であります。市内各所に既に線を切られた未使用の明町灯が放置されたままなので、倒壊に

より事故やけが人が発生する可能性もあります。昨年、博多駅周辺で起きた明町灯の倒壊事

故が人身事故だった場合の責任はどこにあったのか、当局の御所見を伺います。また、今後

の直営灯の増設について考えをお示しください。 

 話題を変えますが、これからの高齢化時代を見据え、地域の防犯灯についてＬＥＤ化の推

進も重要であると思いますが、いかがでしょうか、お答えください。さらに、地域の更新時

に合わせて、地域防犯灯のＬＥＤ化推進モデル事業を実施してはいかがでしょうか、御所見

をお示しください。 

 次に、防犯カメラの設置についてです。 

 最近、地域のＰＴＡ関係者、町内会防犯組合の方々から相次いで、子どもたちを犯罪から

守るため、学校に防犯カメラを設置してほしいとの要望を受けました。そこで、他都市がど

んな現状であるか、東京都や他政令市の設置状況を調べたところ、既に 10 政令市以上が市

として防犯カメラを設置しておりました。先日、東京都目黒区、千葉市の教育委員会を訪問

し、事業内容について説明を受け、地元小中学校の校長、教頭先生にも現地を御案内いただ

き、詳細をお伺いしてまいりました。まず、目黒区の防犯カメラ設置の経緯は、平成 13 年

の池田小学校事件を契機に、警察への緊急ホットライン、防犯ベル、さすまたの配備や各体



制マニュアルの構築、緊急避難訓練を初め、学校玄関への電気錠の設置など、さまざまな防

犯体制構築の一貫として検討され、平成 19 年に設置されました。東京都は平成 18 年度、

東京都小中学校等防犯設備整備補助事業を実施、石原都知事が子どもの安全確保へ防犯カ

メラの設置を呼びかけ、目黒区も同事業を活用し、100％東京都の補助により防犯カメラを

設置しました。 

 そこで、これまで本市における防犯カメラ設置の議論があったのかどうか。あったならば、

その内容もお答えください。防犯カメラの設置を知らせる学校敷地の各出入り口に掲示し

てある防犯カメラ作動中の看板も大変大きな効果を上げており、中目黒小学校の校長先生

は、何といっても、防犯カメラの設置の最大の利点は、犯罪の抑止ですとおっしゃっており

ました。池田小や秋葉原で起きた無差別テロは、いつ、どこで、だれが被害に遭うか全く予

想できないわけですから、惨禍を繰り返さないためには、犯罪の抑止こそが最も重要であり、

総合的な対策が必要であります。東京都目黒区は、防犯カメラ以外の地域ボランティアの皆

さんとの連携もそうですが、各種の取り組みが大変充実しており、子どもを守るための並々

ならぬ意欲を感じました。 

 そこで、犯罪の抑止力について御所見をお聞きしますとともに、本市の学校へ教育委員会

の予算による防犯カメラの設置推進を強く訴えますが、答弁を求めます。 

 次に、高齢者の見守りについてです。 

 先日、千葉県松戸市のＵＲ常盤平団地自治会を訪ね、22 年間自治会長を務めておられる

中沢卓実氏から孤独死ゼロ作戦の活動の詳細について話を伺ってまいりました。常盤平団

地の孤独死対策の契機は、2001 年に白骨後３年を経過した死体が発見されるという事件で

した。この事件で亡くなった男性 69 歳は、家賃を自動引き落としにしておられました。発

見されるまでの３年間、いよいよ貯金が底をつき、家賃が不払いとなり、ＵＲの住宅管理セ

ンターのたび重なる督促もはがきが返送されてきて、そして、やがて発見されるという経緯

でございましたが、このときの御本人の家賃３万 1,700 円、共益費 1,880 円、合計３万 3,580

円を亡くなってから発見されるまで３年間、毎月払っておられました。年間で 40 万 2,960

円、３年間で 120 万 8,800 円。ほかにガス、電気、水道など、公共料金も支払っておられ、

何とも切ない話でありました。 

 同自治会はそれ以後、今日に至るまで、会報「ときわだいら」により、隣人の様子がおか

しいと思ったら、すぐに連絡をする孤独死 110 番の告知、ＵＲとタイアップし、個人情報

の提供を呼びかけた、あんしん登録カードの住民への一斉配布の告知を初め、孤独死予防セ

ンターの開設、ＮＰＯ孤独死ゼロ研究会を発足し、各種研究支援事業、講演事業などを精力

的に展開しておられます。中沢会長は厚生労働大臣に、孤独死の定義化も陳情しておられ、

松戸市では地元警察署が細かな孤独死の実態を公開しております。本市でも、孤独死の定義

を社会に広く知らせることが必要であると思いますが、御所見を伺います。 

 ところで、災害時要援護者台帳整備に日ごろからご尽力をいただいているのは、何といっ

ても地域の民生委員の皆さんですが、随分御苦労が多いという話を耳にします。本市の民生



委員の皆さんの活動の実態について、どのように理解されておりますでしょうか。特に、御

苦労されているのはどのようなことでしょうか、お答えください。 

 先ほどの御答弁によりますと、災害時要援護者台帳の締結は、本市で 149 校区のうち 72

校区と、全体の約半数で、各校区において、個人情報を開示していいですよと同意される方

が全体の 75％、残る 25％の方は、情報提供に何がしかの不安を抱かれているのではないか

と推察をします。情報提供に同意された 75％の方々に対し、今後具体的にどう対応するの

か、とともに、25％の方々を地域にいかに取り込むかは、避けて通れない大変重要な課題で

あります。個人情報の取り扱いについての過剰反応に対し、災害など、生命、財産など、緊

急時に保護を必要とする場合は、この限りではないと法に定めてありますが、個人情報の取

り扱いや管理について、地域の実情をどう認識しておられますでしょうか。また、行政内部

が個人情報など、情報を共有することによる地域の負担軽減が必要だと思いますが、あわせ

てお尋ねいたします。 

 松戸市常盤平団地の活動の最大の特徴は、地域が自治会、地区社協、民生委員の三者が一

体となり取り組んでいることです。理事など役職も兼務し、したがって、課題も共有してお

られます。本市でも民生委員さんだけ、自治会だけでは課題の克服も困難であり、地域との

連携を深めるため、保健福祉局において、地域サポート体制を構築すべきだと思いますが、

いかがでしょうか、お答えください。 

 以上で２回目の質問を終わります。 

◯副議長（久保 浩） 岩崎道路下水道局長。 

◯道路下水道局長（岩崎憲彰） 道路の照明灯についてお答えいたします。 

 まず、地元からの直営灯設置の要望につきましては、直営灯の整備要件に合致すれば、当

該年度の予算の範囲内で設置しております。地元による明町灯の維持管理が困難になった

場合は、直営灯として市に引き継ぐか撤去するかを市と協議することになります。直営灯と

して市が引き継ぐ場合は、平成 11 年度に策定しました民間灯の引継要領の要件を満たすこ

とが条件となります。また、撤去の場合は、撤去費の一部を市が補助することとなります。

また、既設の明町灯の撤去により、暗い状態の期間がないよう、明町灯の撤去と直営灯の設

置は時期を調整する必要があります。 

 次に、明町灯が設置されているが、明るさが十分でない歩道や交差点などについてですが、

所定の照度を満たしていない場合などには、直営灯の設置基準に合致するよう、直営灯を設

置していきたいと考えております。 

 次に、明町灯の倒壊により事故が発生した場合の責任につきましては、照明灯の所有者で

あり、管理をしております地元建設委員会にありますが、地元建設委員会を指導する立場に

ある明るい町づくり照明協会にも責任があると考えております。 

 次に、今後の直営灯の増設についてですが、福岡市道路照明灯整備基準に基づき、優先的

に整備する地区を定め、順次直営灯の整備に努めてまいります。 

 次に、防犯灯のＬＥＤ化推進についてでございますが、本市におきましては、ＬＥＤなど



の省エネタイプの防犯灯につきましても、工事費及び管理費について補助の対象としてお

り、普及を促進しております。既にＬＥＤなどの省エネタイプの防犯灯が普及し始めており、

今後も省エネタイプの防犯灯のさらなる普及のため、防犯灯の申請者に対し、新たな製品の

動向や費用などの情報提供に努めてまいります。以上でございます。 

◯副議長（久保 浩） 山田教育長。 

◯教育長（山田裕嗣） 防犯カメラ設置の議論についての御質問でございますが、平成 18

年３月の条例予算特別委員会第１分科会で、各学校へ防犯カメラを導入することについて

の質問があり、防犯機能の効果についての疑問やカメラ管理のための人員増等の課題があ

り、地域での見守りに力点を置くなどと答弁しております。 

 次に、防犯カメラの設置校への聞き取り調査では、侵入者、火遊び、器物損壊、器物破損

等の発生の抑止力になっている。深夜の侵入者があれば、地域や警察関係にすぐに対応をお

願いできるなどの報告がなされており、一定の抑止力になっていると認識しております。 

 防犯カメラの設置につきましては、現在も約３割の小中学校が設置をしており、その効果

を検証するとともに、未設置校への防犯カメラ設置について、学校の実態や要望も踏まえな

がら検討してまいります。以上でございます。 

◯副議長（久保 浩） 井崎保健福祉局長。 

◯保健福祉局長（井崎 進） 高齢化社会における地域の見守り支援についてお答えします。 

 まず、孤立死の定義を社会へ広く知らしめることにつきましては重要なことと考えてお

りますので、本市では地域における高齢者の見守り体制を整えていく中で、日常生活におい

て孤立することが孤立死につながる可能性があることを広く周知してまいります。 

 次に、民生委員の活動の実態についてでありますが、地域のコミュニティーが希薄となっ

ている現在、地域福祉の核としての重要性が年々増している一方で業務負担が増加してお

り、民生委員のなり手不足を深刻な問題として認識しております。また、民生委員が特に苦

労していることにつきましては、民生委員は地域福祉を広く担っておりますことから、守秘

義務による地域住民等との情報共有の困難さや、オートロックマンションにおける住民の

把握の難しさなど、地域それぞれの実情により多岐にわたり御苦労があると伺っておりま

す。 

 次に、個人情報の取り扱いや管理の地域の実情をどう認識しているか、行政内部が情報を

共有することによる地域の負担軽減策が必要との御意見でございますが、いざというとき

に支援が必要な災害時要援護者の名簿提供につきましては、市個人情報保護条例に抵触し

ないように、市と自治協議会が覚書を締結した校区、地区に対して、本人の同意を得た方の

名簿を提供しております。今後、覚書締結校区、地区をふやすために、保健福祉局といたし

ましても、市民局、区役所と連携し、自治協議会等へ働きかけてまいります。 

 また、行政内部における情報共有につきましては、災害時要援護者台帳の整備は、平成 21

年度調査分からデータベース化を開始いたしました。情報共有を消防局、市民局の防災担当

と行い、連携を密にして、災害時要援護者対策の地域への支援を行ってまいります。 



 次に、地域との連携を深めるため、保健福祉局においても、地域サポート体制を構築すべ

きとのご提案でございますけど、高齢者の見守り支援に関する地域との連携につきまして

は、各区の保健福祉部門を中心に地域の関係団体役員を初め、民生委員、区社協等が参加す

る校区保健福祉事業懇談会を全校区で実施し、地域の現状把握に努めております。保健福祉

局といたしましても、高齢者の日ごろの見守り活動には、より地域との連携が重要と認識し

ており、地域サポート体制が必要であると考えております。以上でございます。 

◯副議長（久保 浩） 松野隆議員。 

◯34 番（松野 隆） ３回目であります。 

 明町灯についてですが、福岡県警が実施しております、ふっけいめーるサービスの配信を

受けておりますけれども、南区だけでも多い日には１日数件、公然わいせつや痴漢の事案が

発生しておりまして、地域住民を犯罪から守るためにも直営灯の増設や高齢化の進展によ

る維持管理の簡易化のためにも、ＬＥＤ灯の推進は重要であります。先ほど博多駅周辺の倒

壊については、設置者の責任であるとの答弁でしたけれども、市道に設置された明町灯の現

地管理や維持補修体制が十分でないという現状にかんがみ、行政の瑕疵が全くないとは言

えないと思います。明町灯事業の継続には、明るい町づくり協会による明町灯の一元管理の

徹底と、今後の明確なルールづくりは不可欠だと思いますが、明確にお答えください。最後

に、明るい町づくりの展望について市長の御所見を求めて、この質問を終わります。 

 次に、防犯カメラについてであります。 

 今、山田教育長から防犯カメラ設置を検討していくと御答弁をいただきましたけれども、

その上で、千葉市での防犯カメラ設置事業は本市にとりましても大変参考になる内容でし

た。千葉市は、平成 19 年から順次設置を始めました。特徴としては、リース契約によるも

ので、イニシャルコストが自前の設置ならば、１校当たり七、八十万円かかるというところ

が、１校当たりカメラ３台を設置して、年間コスト 18 万から 19 万円で済むそうです。し

かも、５年契約ですので、契約更新時には最新機器への交換も可能な上、修理、補修などメ

ンテナンスも基本的には無償で行えるというものでした。千葉市が設置した効果は明らか

で、設置前の学校敷地と校舎への侵入数、実害数も設置後は半数以下と激減しておりました。 

 私が訪問しました市立蘇我小学校、蘇我中学校でも、大変お忙しい中、両校長先生、教頭

先生が丁寧に御教示くださり、大変印象的でしたのは、防犯カメラを設置したら、学校も教

員も安心感が全く違いますと。防犯カメラのメリットは 100％で、デメリットは見当たりま

せんという力強い言葉でした。本市も留守家庭子ども会の拡大とか、放課後の全児童対策が

進む中で、同時に放課後の学校における安全確保も当然負うべき課題であります。 

 先々週の昼間、本市の中学校に不審者が侵入し、校庭のテニスコートで不審な行動をし、

先生方が退去させたという事案が発生したそうですけれども、本市が何としても子どもた

ちを犯罪から守るという強い姿勢が、保護者、先生にも安心感を与え、学校と地域の信頼感

を強くするのだと思います。教育委員会は、今回の調査で、初めて学校が学校予算をやり繰

りしたり、町内会やＰＴＡの御協力により防犯カメラを設置してきた全体の実態がわかっ



たようですけれども、ただでさえ少ない校内予算は、教材の購入費に充てるべきです。ＰＴ

Ａや町内会では費用負担に異論があるということも伺っておりまして、いつまでも御厚意

に甘えていては、学校間で格差も生じますので、現在のあり方は即刻是正すべきであり、教

育委員会が事業推進をすべきであります。 

 本市も将来の成長戦略をさまざま検討中ですけれども、私は最大の成長戦略は教育への

投資である、人を育てることだと思っております。したがいまして、この場をおかりしまし

て、教育予算の拡充を改めて求めさせていただきますけれども、東京都の石原都知事の強い

リーダーシップや、千葉市でも財政上大変厳しい中、市長の英断があったそうです。福岡市

長として、子どもの安全確保のため、学校への防犯カメラ設置に関する御所見を求めて、こ

の質問を終わります。 

 最後に、高齢者の見守りですが、高齢化率 38％の松戸市常盤平団地の地域活動の特徴で

ある常設のいきいきサロンも見学してまいりました。平成 20 年の開設以来、１年 360 日、

毎日多くの高齢者が来場され、100 円の入場料で時間無制限、コーヒー飲み放題。その日も

多くの高齢者グループが、それぞれの話題に花を咲かせたり、おひとりでも気軽に立ち寄っ

て、有償ボランティアの皆さんや民生委員さんと冗談を言い合ったり、大変盛況でございま

した。高齢者同士のつながりを強くして、言動の変化や来場の頻度の変化により、見回りの

きっかけにもなり、高齢者には非常に心強い居場所であります。本市でも公民館を活用しま

した社協によるふれあいサロン事業が行われておりますが、常盤平団地のサロンは、月平均

延べ 1,000 名から 1,200 名の来場者がありまして、それからしますと、地域への定着と広が

りという点では、本市はもう一歩工夫が必要ではないでしょうか。 

 講演会の要請がひっきりなしで、全国を飛び歩く中沢会長でありましたけれども、おっし

ゃるには、孤独死は、経済問題よりも、食事や掃除ができない、外出もしないで仲間がいな

い、などの生活習慣に起因するものだから、特に男性は生活習慣をいかに変えるかが重要で

すと、このように言われておりました。また、家族間や地域間で希薄化した人間関係を再構

築するきずなづくりが、結果として高齢者対策につながるとして、世代を超えての声かけ運

動を積極的に推進されており、当たり前のこと、それから簡単にできることから気軽に始め

ることが案外大切なんだなということも感じました。先ほど井崎局長から、地域サポート体

制が重要であると考えているという御答弁でしたけれども、本市でも今後、この松戸市のよ

うに特色ある取り組みを考えるべきだと思いますけれども、御所見をお伺いいたします。 

 松戸市の例から、地域の見守りや助け合いは地域住民自身による自助、共助の取り組みが

大前提である一方で、地域住民の負担感や精神的重圧の軽減に自治体が果たすべき公助と

して、さまざまな情報発信や勉強会、講演会による啓発活動、意欲的な校区へのバックアッ

プ体制の確立など、ぜひ御検討いただきたいと思います。 

 最後に、吉田市長の高齢者の見守りに対する御決意をお伺いし、私の質問を終わります。 

◯副議長（久保 浩） 岩崎道路下水道局長。 

◯道路下水道局長（岩崎憲彰） 明町灯の管理についてでございますが、地元建設委員会が



市から道路占用の許可を受け、管理をされておりますが、適正に管理されている地元建設委

員会がある一方、世代交代やスポンサー離れなどによる維持費の負担増から日常の維持管

理や老朽化に伴う建てかえ、撤去などが思うように進まず、適正な維持管理が困難な状況に

ある地元建設委員会もございます。このような課題を踏まえ、明町灯の市への引き継ぎも含

め、明町灯の管理や責任のあり方について、今後、関係機関と協議し、適正な維持管理に向

けた改善に取り組んでまいります。以上でございます。 

◯副議長（久保 浩） 井崎保健福祉局長。 

◯保健福祉局長（井崎 進） 高齢化社会における地域の見守り支援について、地域のサポ

ート体制について、本市でも特色のある取り組みを考えてみてはどうかということでござ

いますけど、意欲的に見守りや助け合いの仕組みづくりに取り組まれている地域に対し、そ

ういう実態に応じて、例えば、コーディネーターの配置とか、今後いろいろな支援のあり方

というものについて検討してまいります。以上でございます。 

◯副議長（久保 浩） 吉田市長。 

◯市長（吉田 宏） まず、照明灯の御質問でございますけど、今、福岡市のような大きな

都市は 24 時間型ということで、夜も安全であるということが非常に大事だと思います。安

全というのは、まず明かりがしっかりしていないといけないというふうに考えますけれど

も、明町灯を代表とする民間の力によって今までその明かりをともしてきたということは、

非常に大きな役割を果たしていただいてきたと、そういう大きな実績はあると思います。た

だ、御指摘のように立てた方の世代交代とか、スポンサー離れとか、今、いわゆる適正に維

持管理するのが非常に難しい時代状況にもなってきておりまして、方向性としましては、直

営化、直営灯の整備をしっかり進めていくということが大事かというふうに私も考えてお

ります。また、新しいタイプの省エネのタイプ、照明灯も、温暖化対策なども含め、また経

済的にもこれは有利なところが多いと思いますので、検討していくようにしたいと思って

おります。 

 学校への防犯カメラの設置についてですが、議員御指摘のように非常に学校に防犯カメ

ラを設置すると抑止力が高いと、効果 100％というお話もございました。その一方で、現在、

私どもが、ついているのが小中学校のうち、今３割ということで、地元の皆さんにお世話に

なってついているケースも多いということです。基本的に学校が安全であるということは、

もうもちろん一番大事なことですし、これまでも地域での防犯パトロールカー、通称青パト

への支援でありますとか、また、インターホンはみんな小学校にはつけておりますけれども、

残るそのカメラが、今後、必要な環境の整備の一つ、もっと言えば、100％続いていくとい

うのが、一番理想的だというふうにも思いますので、教育委員会とも協議をしながら、前向

きに取り組んでいきたいと思います。 

 最後の高齢者の地域の見守りの支援でございますけれども、議員、松戸市の常盤平団地の

例を引かれまして、私も松戸市に住んでおりましたこともあり、常盤平団地というと大変大

きな、しかも本当に非常に明るい感じのする団地なんですけれども、その中で今おっしゃっ



たような孤独死が実際に起きていると。私も大変ショックを受けた記憶がございますが、今、

問題点を随分整理して言っていただいたと思いますけれども、例えば、民生委員さんにお伺

いしても、まず、情報そのものが、民生委員さんがとろうにも、例えば、ブザーを押しても、

なかなか返事はいただけないという、そもそものところから、非常に今、地域社会が抱える

問題が複雑になってきている。つまり、向こう三軒両隣という状況が崩れてきておりますの

で、その分、民生委員さんに大変負担をかけているという実態を私も非常に重く受けとめて

おります。その民生委員さんたちを、まず行政として、これからもっとバックアップをする

体制というのをどういうふうに確立していくかということが、今一番喫緊の課題だという

ふうに考えておりまして、地域の皆さんとも情報交換もしながら、多くの皆さんの協力を得

つつ、もう一度地域での見守りの体制の確立をしっかり進めていかなければいけないと考

えております。なかなかプライバシーの問題もあるので、全部一律にというのも難しい点も

承知しておりますけれども、ぜひ、特に民生委員さんに対する行政のサポート体制を確立し

ていきたいと考えております。 

 


